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平成2２年度福祉に関する国の施策並びに予算に関する提案・要望
日頃から、大阪府福祉行政の推進について、格別のご高配とご協力を賜り、厚くお礼申し上げます。

福祉分野は、各制度が大きな転換期を迎えており、引き続きこれらの制度改革への着実な対応が必要です。本府では、昨年度、大阪維新プログラム案を策定し、財政再建に一定の道筋をつけたところですが、このような改革の中にあっても、府民一人ひとりが生涯を通じて安心していきいきと暮らせるよう、介護保険や障がい者の自立支援、生活保護や子育て支援といったきめ細かなセーフティーネットとしての基盤づくりを進めているところです。

　平成２２年度の国家予算編成に当たりましては、本府の財政状況や課題解決に向けた取組みについて十分ご理解いただき、要望事項の実現のため、格別のご配慮を賜りますようお願い申し上げます。
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重　点　要　望


１．福祉医療費助成事業の制度化等
	重度心身障がい者、ひとり親家庭、乳幼児等の社会的弱者のための福祉医療費助成制度は、全国のすべての自治体が単独事業として実施する事実上のナショナルミニマムである。

しかし、単独事業であるため、そのサービス水準は自治体の財政力に応じて変わらざるをえず、地域によって格差を生じることは望ましいことではない。

ついては、地方が単独で行っているこの制度を、国において早急に制度化されたい。

なお、制度化されるまでの間は、国において必要な財政措置を講じられたい。

また、こうした地方単独事業を抑制する観点から実施している国民健康保険の国庫負担金の減額措置を直ちに廃止されたい。




２．福祉・介護人材の確保・定着の推進並びに地域区分の改善
	１．　福祉・介護人材の確保・定着方策の抜本的強化について

昨今の未曾有の景気後退による派遣労働者の雇い止めや学生の内定取り消しなど、雇用を取り巻く情勢が急激に悪化し、社会に雇用不安が生じている。一方、こうした状況の中で、福祉・介護サービス分野においては、依然として人材の確保・定着が非常に困難な状況であり、施設や事業所によっては、人材不足が解消されず、運営に支障をきたす危惧がある等、深刻な社会問題となっている。

また、少子高齢化の進行や世帯構成の変化、障がい者自立支援制度の導入等により、府民の福祉・介護サービスへのニーズが増大するとともに、認知症や障がい特性などを踏まえた、より複雑で専門的な対応が必要となってきている。

こうした課題に対応するため、今般、介護報酬等の見直しや、福祉・介護人材の緊急確保対策等が講じられることとなったが、将来的にも安定した質の高い人材を確保するため、さらなる福祉・介護人材の処遇改善に向けた抜本的な方策や必要な財源措置を講じられたい。
①　キャリアと能力に見合う給与体系の構築、適切な給与水準や職員配置基準の確保等、労働環境の改善を図るため、抜本的な見直しを行われたい。

　　ア　平成21年4月の介護報酬改定が、介護従事者の処遇改善に適切に反映されているかを十分に検証し、速やかに都道府県に明らかにされたい。
また、検証の結果、処遇改善が不十分であると認められる場合、さらなる措置を講じられたい。
さらに、平成21年度補正予算に計上された「介護職員処遇改善交付金」（仮称）については、対象期間が3年間とされており、その後の介護職員の賃金を維持するため、介護職員の処遇改善に向けた抜本的な方策や必要な財源措置を講じられたい。
　　イ　障がい者自立支援制度の報酬基準については、実態を踏まえ、抜本的な見直しを図られたい。

　　ウ　入所児童等の処遇の向上を図るため、児童福祉施設最低基準における職員配置基準を見直し、抜本的な改善を行われたい。

②　福祉・介護の人材確保については、地域の実情に応じた効果的かつ総合的な施策展開が必要なことから、新たに創設された「障害者自立支援対策臨時特例交付金(福祉・介護人材の緊急的な確保を図る措置)」に係る事業の執行にあたっては、都道府県の裁量により、柔軟な対応ができるよう措置を講じられたい。
③　魅力ある仕事として評価、選択されるためには、施設や事業者自身における労働環境の改善も必要となることから、改善に取り組む福祉施設等に対する支援策を充実させられたい。

④　福祉・介護分野における社会的評価を向上させ、また福祉・介護職場が学生等の求職者から選択されるよう、「介護の日」や「福祉人材確保重点実施期間」などを中心として、マスコミ等を通じた広報啓発活動を全国的に展開するなど福祉・介護サービスのイメージアップの対策を迅速に講じられたい。

２  社会福祉施設・事業所にかかる運営費・報酬単価等の地域区分の改善について

本府においては、交通網が広域的に整備され、ほぼ同一の生活圏、経済圏であるにも関わらず、施設等の経営基盤となる各単価（下記参照）は、市町村毎に単価水準の格差を設ける地域区分率により算定されている。
このため、同一のサービス量を利用者に提供しても施設・事業所の所在地によって収入額が異なる結果となる。このことは必然的に法人経営に影響を与え、収入格差の給与等職
員処遇への反映により、福祉・介護人材の確保・定着の地域間格差、ひいては利用者提供サービスの地域間格差をも招く恐れがある。また、介護保険料等の水準にも大きな影響を及ぼす。
大阪府内の福祉・介護の均衡の図れた人材確保・定着を推進し、福祉・介護サービス提供基盤の整備促進（事業者の参入促進）及びサービス水準の地域間格差の均てん化を図っていくために、国においては、各単価の地域区分率の設定について、国家公務員の地域手当の支給地域を基本とする方法に拘ることなく、地勢、物価及び賃金などを総合的に勘案した設定方法を導入し、府内全域を都市部にふさわしい区分率に統一するとともに、必要な財源措置を講じられたい。

【地域区分の統一を求める単価】
①　介護保険の報酬単価

　②　軽費老人ホームのサービスの提供に要する基本額

　③　障がい福祉サービス等に係る報酬単価

　④　障がい児施設給付費単価
⑤　障がい児施設措置費単価
⑥　児童入所施設等措置費にかかる保護単価
⑦　保育所運営費国庫負担金にかかる保育単価
⑧　保護施設の事務費単価




３．新型インフルエンザ対策への支援
	6月9日付け雇用均等・児童家庭局総務課、社会・援護局福祉基盤課、同局障害保健福祉部企画課、老健局総務課連名の事務連絡により、「地域活性化・経済危機対策臨時交付金（内閣府所管）」（以下「交付金」という。）の新型インフルエンザ対策への活用について、その対象経費となりうる例が示されたところだが、地方自治体において、今後、継続的な対策を講じることができるよう、次のことについて支援されたい。
(１)　安定的な財源の確保について
新型インフルエンザへの対応に関する地方単独事業については交付金の対象経費になりうるものとされているが、本来、同交付金は今般の経済危機に対応するため平成21年度限りの措置として創設されたものであり、各団体への配分額についても、新型インフルエンザ対策を考慮したものとなっていない。
新型インフルエンザ対策が、国の行動計画に基づき国全体の防疫対策の観点から取り組むものであることを踏まえ、今後、地方公共団体が継続的に新型インフルエンザ対策への取り組みができるよう、同交付金ではなく、地方負担が生じない適切な手法により、政府として安定的かつ必要十分な財源措置を講じられたい。

(２)　社会福祉施設等への支援について
交付金の対象経費として、保育施設、短期入所、通所施設等（以下「社会福祉施設等」という。）の臨時休業の要請によって生じる特別な損失の支援が掲げられているが、こうした支援は、地域によって支援内容に差を設けるべきものではなく、その公平性や運用の効率性などの観点から全国一律に対応すべきものである。
このような視点から、今後、国の基本的対処方針による地方自治体の要請に基づき休業措置を行う社会福祉施設等の運営において生じる特別な損失に対しては、補償制度を創設するなど、国において適切な措置を講じられたい。




４．社会福祉の充実
	１．障がい者施策の円滑な推進

(1)　利用者の立場に立った障がい者自立支援施策の一層の推進

障がい者が安心してサービスを受けることができるよう、障害者自立支援法施行後３年の見直しに係る関係法令・制度の改正等にあたっては、制度の実施状況及び特別対策・緊急措置による利用者負担の軽減策、事業者の経営基盤強化などの実施効果を十分な検証を行い、安定的な制度の確立を図られたい。

　　　また、市町村・都道府県が定める「障がい福祉計画」の目標達成に必要な各種法制度等を整備するとともに、事業を実施するため、税源移譲等、地方税財源の充実を図られたい。

①　障がい者の福祉サービスの一元化について
障がいの種別に関わらない福祉サービスの一元的な提供という障害者自立支援法の理念に基づき、国会の附帯決議でも盛り込まれている発達障がい者・難病患者などを含め、すべての障がい者が必要とするサービスを利用できる普遍的な仕組みとなるような障がい保健福祉制度の確立に向けて、引き続き積極的な検討を進められたい。

②　障がい者の所得確保と適切な利用者負担について
障がい者の所得確保については、国会の附帯決議を踏まえ、障がい者の生活の安定を図るため、障がい基礎年金の増額など所得保障制度を充実するとともに、障がい者雇用を進めるための法制の強化や就労支援策の充実などを進められたい。

平成20年７月以降、緊急措置として実施される利用者負担の更なる軽減策の実施効果など、利用者負担やサービス利用の実態について十分な検証を行うとともに、障がい者が安心してサービスを受けることができるよう、適切な利用者負担制度を確立されたい。

③　人員配置基準・報酬額について
障がい福祉サービス事業所の報酬基準については、今後さらに拡大する福祉・介護ニーズに対応できる質の高い人材を安定的に確保するため、適切な報酬水準の設定に向け、事業所の経営状況や労働実態などを把握し、「報酬単価」の見直しを行われたい。

また、事業者の運営に対し、一定期間、経過措置となっているものについては、その実態などを勘案し引き続き実施されたい。

④　サービス支給に必要な財源の確保について
障がい者自立支援制度の安定的な運営が図られるよう、また、地方に過度の負担をもたらすことなく障がい者のニーズに沿った柔軟なサービス提供が行われるよう、国庫負担基準における「従前額保障」については、制度移行に伴う経過措置にとどまることなく、これを継続することとし、サービス支給実績に応じた確実な財政負担が行われるよう配慮されたい。

また、国庫負担基準額については、障がい福祉サービスの利用の実態や障がい者のニーズを十分把握した上で、適切な水準となるよう見直しを行われたい。



	⑤　障がい程度区分認定システムの見直しについて
障がい程度区分の認定については、二次判定における知的障がい者及び精神障がい者の上位区分への変更率が高くなっていることから、障がい程度区分が適切に反映されるよう、制度施行後の現行システムにおける認定状況、特に二次判定で区分認定が変更されたものなどの状況を十分に検証したうえで客観的な認定基準の明確化に向け、必要な見直しを早急に行われたい。

また、見直しに当たっては、障がい者の人権に十分配慮するとともに、地方公共団体等関係団体の意見を十分に聴取し、その検討状況を明らかにされたい。

⑥　重度視覚障がい者の移動支援について
  　自立支援給付に位置づけが予定されている重度視覚障がい者の移動支援については、目的等でサービス内容を限定することなく、必要なサービスが十分受給できるよう制度設計を行われたい。

　　また、サービスの対象となる障がい者の範囲についても、障がい者自身の安全の確保の観点から、必要と認められる方を対象とされたい。

⑦　地域生活支援事業について
地域生活支援事業については、地域の実情や利用者のニーズに応じた事業が円滑に実施できるよう、国庫補助金の枠拡大と事業実績に見合った確実な財源措置を講じられたい。
また、一人で移動が困難な障がい者の移動支援は、介護サービスとして全国統一の基準の下で実施されるべきであり、自立支援給付に位置付けられたい。
　　⑧　障がい者自立支援対策臨時特例交付金による特別対策事業について
事業者に対する運営の安定化等を図る措置、新法への移行等のための円滑な実施を図る措置として実施されている基金事業（障がい者自立支援対策臨時特例交付金による特別対策事業）については、平成２３年度まで延長等が行われたところであるが、事業の運営及び要件並びにメニューごとの限度額の設定等について地方で柔軟な取扱いができるようにするとともに、円滑な事務執行に配慮した制度とされたい。
　　　　また、基金事業の効果を検証するとともに、利用者や事業者等の実情を踏まえ、事業者の経営安定化や適正なサービスが確保され、法の抜本的な見直しへの対応や施設の安定的な運営ができるよう、「事業運営安定化事業」、「障がい者自立支援基盤整備事業」等の必要な事業については、継続、拡充等、事業の制度化を図られたい。

　 ⑨　発達障がい児者支援策の充実について
　　　  発達障がいは、幼児期から成人期まで一貫した支援が不可欠であり、早期発見、早期支援が極めて重要である。このため、確定診断できる専門医の確保を図るとともに、児童デイサービスセンター等の療育機能を強化充実されたい。

　　　  また、幼児期・学齢期と比べて遅れている成人期の発達障がい者に対する有効な支援手法についても、早急に開発・確立されたい。
(２) グループホーム・ケアホーム

障害者自立支援法における共同生活援助（グループホーム）及び共同生活介護（ケアホーム）については、地域移行を進める上でも重要なサービスであることから、以下の点について早急に見直しをされたい。

・就労等の日中活動が行われない休日においては、利用者はホームで過ごしていることから、この間の適切なサービス提供が可能となるよう休日の日中活動にかかる報酬の加算を新設されたい。

· 身体障がい者グループホーム・ケアホームの制度化にあたっては、利用者が障がいの特性に応じた身体介護が受けることが出来るよう、生活支援員の手厚い配置やホームヘルプサービスの利用が可能となるよう配慮されたい。
・大都市部においては、低廉で安全な住宅の確保が困難な状況にあるため、公営住宅を積極的に活用できるよう、グループホーム等の一層の整備促進を図るため、需要に応じて速やかに利用できるよう柔軟化を図られたい。
(３) 障がい者差別の解消に向けた法整備について
　　①「障害者の権利に関する条約」の早期批准に向けた関係国内法の整備等について

　　　障がい者が地域で生活するためには、そのための支援策とともに、地域における差別をなくしていくための取り組みが推進される必要がある。障がい者の権利に関しては、平成１８年１２月、国連総会で「障害者の権利に関する条約」が採択され、平成２０年５月に発効した。また、昨年９月に我が国は条約の意義を認め署名を行っている。

　　　以上のことから、障がい者差別の解消に向けて、実効性のある取り組みがなされるよう、「障害者の権利に関する条約」の早期批准に向けた関係国内法の整備等を着実に進められたい。

②障がい者虐待の解消に向けた法整備について
　　　「障がい者等に対する虐待の防止及びその早期発見のための関係機関との連絡調整その他の障がい者等の権利の擁護のために必要な援助」は、障害者自立支援法第77条において市町村の地域生活支援事業に位置づけられているが、対応にあたっての法整備等が課題となっている。

ついては、障害者虐待防止法（仮称）の整備を進めるに当たっては、地方公共団体の意見も取り入れた検討を行われたい。

	２．介護保険制度等の一層の推進

介護保険制度の一層の推進を図るため、介護サービス基盤の計画的な整備に必要な財源措置を講じるとともに、地方公共団体の制度運営に対する必要な措置を講じられたい。

なお、制度上の課題については随時、検討を行い、適切な措置を講じること。また、市町村等保険者の事務処理システムや体制整備に関して、新制度の安定的な運営が確保されるよう、十分な財源措置や支援を講じられたい。

(1)　高齢者自身の選択に基づく自立した日常生活の維持・継続

高齢者が住み慣れた家庭や地域において、その有する能力に応じ、自らの選択に基づいて自立した日常生活を営むことができるよう、在宅サービスの充実や自立支援に向けたケアマネジメントの確立等を図られたい。

(2)　障がい者への適切な配慮

障がい者が安心して介護保険サービスを利用できるよう、障がいの状況に応じたコミュニケーション支援等の条件整備を図られたい。

(3)　低所得者に対する適切な配慮

低所得者が十分なサービスを利用することができるよう、高齢者の様々な所得状況に配慮した負担軽減策については、引き続き制度のあり方を検討するとともに、在日外国人無年金高齢者と老齢福祉年金受給者との保険料の軽減等に係る格差を是正すること。

また、保険料や利用料の負担段階については、個人や世帯の課税状況等により決定するため、税制改正等の影響により所得に変化がない場合であっても、本人や同居家族の負担段階が上昇することがある。

現在、国の「介護保険料の在り方等に関する検討会」において保険料のあり方が検討されているが、低所得者が十分なサービスを利用することができるよう高齢者の様々な所得状況にも配慮し、より一層公平かつ適切な負担となるよう制度構築を図られたい。

施設入所者においては、利用者負担第４段階（課税世帯）の者と第３段階（非課税世帯）の者とで負担額が大幅に異なるとともに、その境界層では可処分所得（収入から税金・保険料・施設サービス利用料を差し引いた分）で大きな逆転現象が生じる場合がある。

この緩和を図るため、平成18年度からの税制改正によって非課税世帯から課税世帯へと切り替わった利用者負担第４段階の入所者については、第３段階の入所者と同様、特定入所者介護サービス費の支給対象とされたい。

(４)　地方公共団体の財政基盤の充実

地方公共団体の財政状況が極めて厳しい中で、制度を将来にわたって持続的・安定的に運営するため、国庫支出金の一般財源化に対し、制度運営の実情を踏まえた十分な財源措置を講じるとともに、施設の偏在等保険者の努力では対応できない原因による介護保険財政への影響について、適切な財政調整制度を確立されたい。

(5)　未収返還金等を有する保険者への貸付制度の創設

介護保険法第22条に基づく介護給付費の返還金やその加算金（以下「返還金等」という。）が発生した場合には、介護給付費負担金が減額される。

発生時（請求時）から返還又は不納欠損処理までの期間については、国等の負担金相当額を保険者が一時的に負担することとなっているため、その負担分を財政安定化基金から貸し付けることができるようにされたい。



	(６)　介護労働者の賃金、労働条件の引き上げ等
平成21年4月の介護報酬改定が、介護従事者の処遇改善に適切に反映されているかを十分に検証し、速やかに都道府県に明らかにすること。また、検証の結果、処遇改善が不十分であると認められる場合、さらなる措置を講じること。

さらに、平成21年度補正予算に計上された「介護職員処遇改善交付金」（仮称）については、対象期間が3年間とされており、その後の介護職員の賃金を維持するため、介護職員の処遇改善に向けた抜本的な方策や必要な財源措置を講じること。
また、労働関係法令の遵守について、介護サービス事業者の指導･監督をより一層強化されたい。
(７)　地域密着型サービス等の認可及び届出に係る老人福祉法上の権限移譲

地域密着型介護老人福祉施設は、介護保険法において市町村が指定を行うこととされている一方、老人福祉法に規定する特別養護老人ホームの設置認可は都道府県の事務とされている。

また、有料老人ホームが地域密着型特定施設入居者生活介護の指定を受ける場合においても介護保険法上の指定は市町村、老人福祉法上の届出は都道府県の事務となっているため、事業者は、都道府県及び市町村双方に対して手続を行う必要がある。

事務の簡素化を図るとともに、より効果的な指導を行うため、地域密着型サービス等の老人福祉法に基づく都道府県の権限を市町村に移譲されたい。

(8)　有料老人ホームと同様のサービスを提供し、一定以上の居住水準を満たす高齢者専用賃貸住宅に対する指導権限の付与

　　 一定の居住水準を満たす高齢者専用賃貸住宅においても、提供するサービスの質を保障するため、高齢者を入居させ、入浴、排せつ等の介護、食事の提供等のサービスを提供する高齢者専用賃貸住宅はすべて有料老人ホームとし、都道府県及び市町村への届出を義務付けることとし、都道府県による指導・監督権限を付与されたい。

(9)　有料老人ホームの届出の円滑化

有料老人ホームの届出を円滑にするため、次の点を改善すること。

　 ・有料老人ホームの定義を明確にされたい。
 　　・住宅の把握と届出の徹底を図るため、住宅部局との連携を強化する措置を講じられたい。
(10)　要介護認定適切な運営推進

要介護認定の適切な運営を推進するためには、関係する各分野の専門家及び利用者の制度理解と信頼感が不可欠な要素であるが、先般より設けられた改正要介護認定の経過措置は、新制度施行後に通知されたものであるとともに説明が困難であり、審査判定に携わっている介護認定審査会委員のモチベーションの低下を招き、住民全体に制度への不信感を醸成する結果となっている。また、事業実施主体である市町村の業務量を著しく増大させている。（経過措置期間が長期化するほど、現場での負担は大きい。）

　早急に検証と検討を行い、早期に経過措置を終結されたい。

　　また、その検証・検討に基づく見直し・決定等にあたっては、審査会委員及び住民等への十分な説明資料とともに、市町村における準備期間にも配慮し、迅速に通知・連絡をされたい。



	


◎　高齢者自身の選択に基づく自立した日常生活の維持・継続

介護老人福祉施設及び介護療養型医療施設入所者の外泊時の居宅サービス利用

介護老人福祉施設及び介護療養型医療施設に入所中の高齢者について、在宅生活に移行することに伴う本人及び家族の介護不安を解消し、在宅復帰の円滑化を図る観点から、退所前の一定期間における自宅への外泊時に居宅サービスの利用を可能とすべきである。

◎　障がい者への適切な配慮

障がい者に対するコミュニケーション支援　

重度の視覚障がい者・聴覚障がい者等が安心してサービスを利用できるよう、介護老人福祉施設に手話通訳等のコミュニケーション支援ができる障がい者生活支援員を配置した場合の障害者生活支援体制加算の適用要件について、現行では「重度の視覚障害者等の入所者の数が１５人以上の施設」の場合に「常勤の障害者生活支援員の配置」ができることとされているが、入所者数が少人数の施設や非常勤職員での対応についても可能とするなどの改正を行い、障がいの特性に応じたきめ細かな支援体制を確保できるようにするとともに、当該措置を介護老人保健施設及び介護療養型医療施設にも適用すべきである。

　　　
◎　低所得者に対する適切な配慮

ア　保険料・利用料のより適正な負担への配慮

介護保険料・利用料については、市町村の事務負担を考慮して所得段階別の定額方式とされ、この所得段階は個人や世帯の課税状況により決定される。

しかし、所得が同じにも関わらず、平成１８年４月からの税制改正（高齢者の非課税限度額の廃止等）により、本人や同居家族が非課税対象から課税対象に移行することにより、本人だけでなく同居家族の保険料や利用料の負担段階が大幅に上昇することがある。このため、低所得者が十分なサービスを利用することができるよう高齢者の様々な所得状況にも配慮し、より一層公平かつ適切な負担となるよう制度構築を図られたい。

また、施設入所者にあっては、平成17年10月から居住費・食費が自己負担となり、さらに平成18年4月からの税制改正により、従来非課税世帯であった者が課税世帯に切り替わって利用料の負担が大きくなった者も多い。

府が検討したところ、課税世帯と非課税世帯とで、負担額が大幅に異なるとともに、境界層で可処分所得の大きな逆転現象が起こることがわかった。こうした逆転は、利用者負担が段階制を採る以上ある程度止むを得ない側面はあるが、著しい逆転は、負担の公平性を欠くとともに、制度に対する信頼を損ねることになりかねない。

　　　ついては、第４段階の層について平成18年からの税制改正によって非課税世帯から課税世帯に切り替わった所得層を分離して「新第４段階」とし、利用者負担を５段階制とした上で、「新第４段階」の利用者については食費・居住費に負担上限額を設定（利用者負担トータルの上昇率が、第３段階から「新第４段階」と、「新第４段階」から「新第５段階」とで同じとなるように設定することが考えられる）し、特定入所者介護サービス費を支給すべきと考える。
イ　在日外国人無年金高齢者への配慮

国民年金法改正の経過の中で受給資格が得られなかった在日外国人無年金高齢者については、保険料第1段階が適用される老齢福祉年金受給者と同等の所得であっても保険料第2段階が適用され、保険料負担に格差が生じる場合が見られるため、負担軽減措置を講ずるべきである。

◎　地方公共団体の財政基盤の充実

ア　財政基盤の強化充実

利用者本位の介護サービスを確保するとともに、介護保険を将来にわたって高齢期の安心を支える制度として安定的に運営するため、一層の制度充実を図るとともに、都道府県や市町村の財政基盤の強化充実を図ることが重要である。

【介護給付費の費用負担区分】
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注：施設等給付費の負担割合は、府17.5％、国15%となる。

イ　一般財源化への対応

介護保険事務費交付金は、一般財源化がなされたが、今後の国庫支出金の一般財源化に当たっては、当該事務に必要な経費の内容及び所要額を明確にし、地方公共団体における事務事業費の実態にあった税源移譲がなされるべきである。

◎　未収返還金等に係る保険者への貸付制度の創設について

保険者は、事業者の不正行為等により、報酬を支払った場合、事業者から給付費の返還金及び４割の加算金（以下「返還金等」という。）を徴収するが、「返還金等」分は、介護給付費負担金から減額される。
保険者の徴収努力にもかかわらず、事業者に資力がないなど、債権回収ができない場合、不納欠損処理を行うが、国等の介護給付費負担金が補填されるまでの間は、当該相当額を、保険者が一時的に負担することになる。

保険者の介護保険財政の状況によっては、一般会計からの借入れが必要になり、特別会計を設けている介護保険の趣旨を損なう事態が発生するおそれがある。

このため、国等の負担金相当額について、財政安定化基金からの貸し付けを可能とすべきである。
◎　介護労働者の賃金、労働条件の引き上げ等

　　国は第4期（平成21～２３年度）の介護保険報酬の改定において、高齢者が必要とする質の高いサービスを十分に確保するため、介護労働者の人件費３％相当分を引き上げることとした。この報酬改定が、介護従事者の処遇改善に適切に反映されているかを検証する必要があり、検証の結果、処遇改善が不十分であると認められる場合は、さらなる改善措置が必要である。

また、介護職員の処遇改善をさらに推し進めるため、国は、平成21年度補正予算において、介護職員1人当たり1.5万円/月の給与改善に相当する「介護職員処遇改善交付金」（仮称）を創設することとしたが、これは３年間の時限措置であり、介護職員の確保・定着のためには期限経過後においても給与を維持する必要がある。そのためには、介護労働を適正に評価し、介護報酬を適切に設定するなど、抜本的な対策が必要である。

◎　有料老人ホームと同様のサービスを提供し、一定以上の居住水準を満たす高齢者専用賃貸住宅に対する指導権限の付与及び有料老人ホームの届出の円滑化

　　有料老人ホームと同様のサービスを提供していても、一定の居住水準を満たす高齢者専用賃貸住宅は、老人福祉法上の有料老人ホームの届出が不要となり、都道府県に立入検査や改善指導の権限がないため、有料老人ホームに該当しない高齢者専用賃貸住宅が不適切なサービスを提供した場合に、迅速かつ適切な指導を行なえない。入居者の生活保護の観点から、有料老人ホームと同様のサービスを提供しており、一定の居住水準を満たす高齢者専用賃貸住宅について、有料老人ホームとしての届出を義務付けることが必要である。

	３．在日外国人無年金者の救済

昭和56年及び60年の国民年金法改正の際に、国民年金の受給資格が得られなかった在日外国人に対し、必要な救済措置を講じられたい。

また、「特定障害者に対する特別障害者給付金の支給に関する法律」の附則に定められた在日外国人障がい者等への福祉的措置についての検討を早期に行い、所用の救済措置を講じられたい。




◎　経緯

○　昭和36年、国民年金制度創設（国籍条項により外国人は対象外）

経過措置として、既に障がいのあった者や年齢の関係で加入年数が受給資格期間に満たない者等について、無拠出による福祉年金や受給資格期間の短縮等を実施。

○　昭和56年、「国民年金法」改正（昭和57年１月１日施行）

国籍条項が撤廃され、在日外国人の年金加入が実現。しかし、経過措置をとらなかったため、無年金者が発生。

（昭和57年１月１日時点における無年金者）

	要        件
	事　　　　　　　　　　　項

	 60歳以上
	加入できない。

	 35歳以上、60歳未満
	加入できるが、受給資格期間(25年)を満たさ
ないため、老齢年金は支給されない。

	 20歳以上で既に障がいのある者
	障がい年金は支給されない。


　○　昭和60年「国民年金法」改正（昭和61年４月１日施行）

昭和56年以前の定住期間等を加入期間に通算する措置がとられ、一部救済が図られた。

しかし、昭和61年４月１日時点において60歳以上の者には不適用。

○　平成14年８月27日：無年金障がい者に対し、坂口厚生労働大臣が試案を提示。

　○　平成14年12月4日：国会議員による「無年金障害者を考える議員連盟」が設立される。

○  平成16年12月10日：「特定障害者に対する特別障害給付金の支給に関する法律」公布。（平成17年4月1日施行。）

　　・　在日外国人については対象外となっており、附則で今後検討するとされる。

　　・　在日外国人を除く制度的無年金障がい者にたいして、特別障害給付金の支給を平成17年4月1日から開始する。

○　平成17年５月25日：大阪地方裁判所において、国民年金制度が在日外国人を排除したのは違憲であるとの国家賠償請求が棄却される。

　　→平成18年11月15日、上記の控訴審が大阪高裁において棄却

　　→平成19年12月25日、上記の上告審が最高裁において棄却　

５．医療保険制度の抜本的改革と持続的かつ安定的な運営確保
	今般の医療構造改革においては、医療保険制度の全国レベルでの一元化に向けた具体的な道すじが示されておらず、国民健康保険制度における構造的課題の解決を図るものとはなっていない。

国民皆保険制度を堅持し、将来にわたって安定的で持続可能な医療保険制度とするため、地方の意見を十分に反映しつつ、今後とも引き続き抜本的な改革に向けた検討を進めるとともに、以下の項目について、さらなる検討のうえ、適切な措置を講じることを強く求める。

(1)　国民健康保険制度について

高齢者や低所得者の加入割合が高いことなど、国民健康保険制度が抱える構造的課題に対する抜本的な解決策を示されたい。

なお、国保は、被保険者資格の適用や保険料の徴収、保健事業の実施等の事務は住民に最も身近な基礎的自治体で実施することが適切であるため、国の責任において、市町村の事業として実施されてきた歴史と経緯も踏まえ、市町村と国とが運営しているという制度の根幹を変えるべきではない。

また、平成17年12月に総務・財務・厚生労働の３大臣により合意された、高額医療共同事業等の財政基盤強化策の平成21年度までの措置に関する見直しにあたっては、平成16年度の三位一体改革における国保の都道府県負担導入のような、国から地方への単なる負担転嫁があってはならない。
今後、医療費の増大や高齢者・低所得者の増加に伴う負担増が見込まれるため、国保財政基盤強化策においては、地方公共団体の財政に過度な負担が及ばないよう、国において万全の財源措置を講じられたい。

さらに、国においては、平成20年度から特定健康診査・特定保健指導の実施が保険者に義務付けられたことも踏まえた、地方公共団体に対するさらなる財政措置を講じられたい。

(2)　長寿（後期高齢者）医療制度について

長寿（後期高齢者）医療制度が、対象者やその家族等に十分理解され、将来にわたり安定したものとなるよう、制度の設計・維持に責任を負う国が、万全の措置を講じられたい。

また、国において医療保険制度のあり方を検討するに当たっては、地方と協議を行い、その意見を踏まえるとともに、地方に負担を転嫁することのないようにされたい。
さらに、保険料については、高齢者の生活実態を踏まえ、過度な負担とならないようにされたい。




６．　次世代育成の支援
	子どもや家庭を取り巻く環境が急速に変化する中で、少子化の進行や児童虐待への対応など、次世代育成の支援が大きな社会問題となっている。このため、府や市町村等においては、少子化対策をはじめとする次世代育成支援対策を総合的に推進するため、平成16年度に次世代育成支援対策推進法に基づく地域行動計画等（以下「行動計画」という。）を策定し、現在、その目標の実現に向けた取組を進めている。

ついては、今後、府や市町村等が行動計画に基づく次世代育成支援施策を的確かつ円滑に推進できるよう、平成17年度の三位一体改革において、地方の意見が反映されず実現しなかった児童保護費等補助金などの国庫補助負担金の廃止及びそれに伴う地方が担うべき事務と責任に見合った税財源の国から地方へ移譲を、早急に実現されたい。

なお、税財移譲が実現するまでは、行動計画の着実な推進を図るため、計画に位置付けられている事業の実施や施設の整備については、年次計画どおりに全件採択されるとともに、実施主体や設置主体の過度な負担に繋がることがないよう、実勢に見合った交付基準とするなど、十分な財源措置を講じられたい。

また、都道府県等に交付税措置がされた産休等代替職員費補助金のうち、公立保育所分については、既に市町村に移譲されている保育所運営費と同様に運用が図られるよう市町村に対し交付税措置を行われたい。

さらに、以下の点について、特段の配慮をされたい。
(1)　子育て支援事業の充実

①　安心こども基金について

安心こども基金については、２１年度補正において、「すべての子ども・家庭への支援」として都道府県が地域の実情に応じて事業採択できる「地域・子育て創生事業」が創設されたが、今回新たに基金に加えられた「ひとり親家庭等への支援の拡充」や「社会的養護の拡充」についても、同様に地域の実情に合わせて実施することができるよう地方の裁量枠を設けるとともに、基金のみの事業実施を認められたい。
また、基金事業の実施期限については、22年度末または23年度末（高等技能訓練促進費等事業を除く）となっているが、実施期限後も継続することが求められる事業については、今後、十分な財政措置を講じられたい。
②　認定こども園制度の円滑な導入について

認定こども園の新設並びに既存の保育所又は幼稚園からの移行に際しての、施設整備等については、安心こども基金による特別対策事業への位置づけにより、一定の補助制度が設けられている。しかし、市町村の財政負担を伴うこと、認定こども園の４類型のうち、幼保連携型に的を絞った制度となっていること、基金に基づく事業期間が、22年度末までに限定されていることなどから、都道府県、市町村の計画や事業者のニーズに応じた整備を行う際の制約が大きいものとなっている。

地方自治体の財政状況が厳しい中、認定こども園制度の普及促進と円滑な導入を図るため、市町村の財政負担の一層の軽減、交付要件の緩和を行うとともに、基金による事業期間の延長、又は基金事業終了後の認定こども園整備に対する、財政措置の継続策を講じられたい。
また、認定こども園で実施が義務付けられている子育て支援事業についても十分な財政措置を講じられたい。
③　多様化する保育需要に対応した保育施策の推進

多様化する保育需要に対処するため、延長保育、休日保育、病児・病後児保育、障がい児保育、一時預かり事業・特定保育等、地域の実情に応じた多様な保育施策が推進できるよう、保育の充実に必要な財源措置を講じられたい。

④　放課後児童健全育成事業の充実

放課後児童健全育成事業について、市町村の実情を踏まえた安心こども基金の充実をはじめ、国庫補助基準額の改善、障がい児の放課後児童クラブ受入れ促進のための送迎への支援策などの制度の充実を図るとともに、それらに係る費用について、十分な財源措置を講じられたい。

また、「放課後子どもプラン」については、現行の放課後児童健全育成事業の水準を維持するのみでなく、一層の充実が図られるよう配慮するとともに、必要な財源措置を講じられたい。
⑤　経済的負担の軽減（児童手当の充実等）

保育所の保育料の軽減に必要な財源措置を講じるとともに、多子軽減についても障がい児施設等の入所施設を対象施設に拡大を図られたい。

また、児童手当については、今後も制度の一層の充実を図るとともに、17年度の三位一体改革により削減された国庫負担金相当額及び支給範囲の拡大による地方負担の増額分について、引き続き、財源措置を講じられたい。
(2)　児童虐待対策の充実

児童虐待防止法や児童福祉法改正に伴い、児童虐待防止を目指した取組を促進するために、以下の点について、国において必要な措置を講じられたい。

①　児童相談所における人員体制の強化を図るため、職員配置基準について、人口に基づく基準ではなく、職員一人当たりの担当相談数を基礎とするなど、見直しを行われたい。

また、平成１９年度に本府で発生した乳児死亡事案の検証結果をふまえ、事故か虐待かの判断が難しいケースに対して複数の専門的立場からの意見を反映させることができる仕組みや、保護者が児童相談所の指導に従わない場合の親指導への家庭裁判所による親権の一部停止などについて法制度を整備されたい。

　②　児童相談所における専門職員の虐待対応技能の向上を図るため、専門研修を充実するとともに育成プログラムを作成されたい。

　③　被虐待児童や虐待を行った親等への心理的ケアや再発の防止を図るため、児童相談所で行う親への支援プログラム及び子どもへの治療プログラムを開発されたい。

また、受傷原因が不明のまま乳幼児を保護した場合、児童相談所がどのような状況を確認できれば、子どもの安全が確保できるとして家庭に戻せるのか、そのアセスメント基準や内容、保護者への指導手法に関する研究に取り組むなど児童相談所の虐待対応の現場の課題に即応した対策を図られたい。

④　平成１９年度に本府で発生した幼児死亡事案の検証結果をふまえ、市町村の規模や対応件数に応じた人員配置基準や職員の任用基準を明確に示すとともに、児童虐待通告窓口及び要保護児童対策地域協議会の調整機関としての機能が保持できるよう、人員体制の整備と人材養成に要する費用に対し十分な財源措置を講じられたい。

⑤　児童虐待の急増等により、子どもの心の診察や治療のニーズが高まる中、国においても『「子どもの心の診察医」の養成に関する検討会』報告書が取りまとめられたところであるが、これらに十分対応できるよう、早急に児童精神科医等専門医の養成について必要な措置を講じられたい。

⑥　被虐待児への必要なケアの質を確保するため、里親家庭及び乳児院等社会的養護におけるケアの充実強化を早急に図られたい。また、虐待（疑いを含む）による受傷や疾病により医療的なケアが必要な乳児が増えていることから、医療的ケアの必要な乳児に対応できる乳児院等の体制強化を図られたい。

(3)　児童福祉施設の体制強化

①　運営体制・機能の強化

入所児童の処遇の向上を図るため、処遇マネジメントを行う基幹職員や医療的支援体制の強化を図る目的の看護師を、全施設に配置するとともに、夜間の処遇充実等を図るため直接処遇職員の配置基準のさらなる改善を行われたい。

また、被虐待児加算を複数年化するとともに、きめ細やかな処遇を行うため、小規模グループケアの更なる複数化と併せてケア形態（対象児童数）の弾力的な運用を行われたい。

②　運営基盤の強化

情緒障がい児短期治療施設については、被虐待児や軽度発達障がい児など様々な支援ニーズをもった入所児童の教育を受ける権利を保障するため、施設内学級の設置が必要となっている。入所児童の実態を踏まえ、情緒障がい児学級の教職員配置基準の見直しを行うとともに、教育環境を充実させるための施設整備・改修など、次世代育成支援対策施設整備交付金の整備対象とされたい。

(4)　児童福祉法第27条第１項第３号の措置に基づく都道府県と民間施設の関係等について

平成19年１月25日の最高裁判決において、

ア　児童福祉法第27条第１項第３号の措置に基づき社会福祉法人の設置運営する児童養護施設に入所した児童を養育監護する施設の職員等は「都道府県の公権力の行使に当たる公務員」とみなす。

イ　国又は地方公共団体以外の者の被用者が第三者に損害を与えた場合であっても、当該被用者の行為が公権力の行使に当たるとして国等が国家賠償法１条１項に基づく損害賠償責任を負うときは、使用者は民法715条に基づく損害賠償責任を負わない。

とされたところであり、今後、入所中の児童の事故等の責任について、故意又は重大な過失を除き、都道府県が損害賠償責任を負うことになる。

今回の判決は、「措置制度」全体に大きな影響を与えることから、国においては、判決に対する見解を示すとともに、都道府県と施設の関係、損害賠償金の確保等、今後の対応方針・対策について、早急に示されたい。

(5) 児童自立生活援助事業（自立援助ホーム）の制度拡充

児童自立生活援助事業については、平成20年度の児童福祉法一部改正により、制度拡充が図られたが、入所児童に対する援助及び生活指導を行う職員の専門性の確保を安定的に行うためには、経費の支弁にあたっては、実員払いから定員払いに改められたい。
また、事業の実施の拡充を図るため、賃貸方式による施設に対する家賃補助制度を創設されたい。
さらに、措置から利用（契約）制度への移行に伴う都道府県と事業者の責任を明確にされたい。



	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
◎　多様化する保育需要に対応した保育施策の推進

・　少子化の進行や女性の社会進出が増大する中で、子どもの健やかな成長や子育てと仕事の両立を支援するため、必要なときに必要な保育サービスが利用できるよう待機児童の解消や延長保育、一時保育などの多様な保育サービスの充実が求められている。

・　一時預かり事業などの保育対策等促進事業の補助金においても、実際の人件費負担額に見合っていないことから、市町村や事業者の大きな財政負担とならないよう、負担金・補助金の充実のための十分な財政措置が必要である。あわせて、平成17年度から導入された、次世代育成支援対策交付金（ソフト交付金）においても、延長保育や保育所地域活動事業等各種の事業の充実を図るため十分な財源措置が必要である。

・　障がい児保育事業については、平成19年度より地方交付税が拡充され、特別児童手当支給対象者以外にも一定の配慮がなされたところであるが、今後は実態に見合った十分な財源措置を図るとともに、重度若しくは医療行為を必要とする障がい児に対する処遇の確保や低年齢児その他の保育所入所児の適切な健康管理の実施等が可能となるよう、保健師又は看護師の定数外での配置について制度の充実等が必要である。
◎　放課後児童健全育成事業の充実

ア　放課後児童健全育成事業の実施に当たっては、条例制定により利用者負担を求めている市町村もあるが、事業実施においては市町村の財政的負担が大きいため、指導員の加配をはじめとする事業内容の充実が困難となっている。

〔放課後児童健全育成事業の実施状況（平成20年５月１日現在）〕

①　利用者負担を求めている市町村：38市町村／39市町村

②　児童１人当たりの利用者負担徴収額（月）

<最低>2,500円　<最高>12,000円

5,000円以下：209クラブ（36.9％）

5,000円～10,000円以下：358クラブ（63.2％）

10,000円～：９クラブ（1.5％）

③　運営に係る総事業費に占める市町村負担の割合：71.0％
④　新規設置の総事業費に占める市町村負担の割合：61.8%

イ　また、国においては、平成18年度から障がい児加算の適用要件が緩和され、また平成20年度には補助基準額も引き上げられたが、さらに幅広く障がい児の受入れが促進されるためには、受入れ児童数に応じた補助や補助基準額引上げ、障がい児の受入れに必要な改修の補助基準額引き上げ等の制度拡充が必要である。

〔障がい児受入れの状況（平成21年５月１日現在）〕　

①　障がい児受入クラブ数：462クラブ

②　受入児童数：1,315人
ウ　これまで、地域における障がい児受入のための支援事業等や放課後児童健全育成事業の障がい児加算等を活用しながら、市町村に対し、障がい児の受け入れを強くはたらきかけてきた。

その結果、地域の市町村立小学校在籍の障がい児（通常学級・特別支援学級）については、一定受入れが進んだが、特別支援学校の児童受入れについては、低水準にとどまっている（平成20年５月現在、14市町村88人）。

 その大きな要因として、特別支援学校の通学バス停から放課後児童クラブ（主に市町村立小で実施）までの送りの問題が、市町村ヒアリング等で指摘されているところであり、その点も含めた障がい児の受け入れのための制度拡充が必要である。
　　
◎　経済的負担の軽減（児童手当の充実等）

○　保育料の軽減のための財政措置

・　平成20年度の市町村の保育料（大阪市、堺市、高槻市及び東大阪市を除く）は、

保護者の経済的負担の軽減を図るため、国の徴収基準額に対し、平均で70.8％（58.0％～89.7％）と市町村が大きな負担をしている。

・　このため、市町村に過大な負担が生ずることなく、地域の実情に応じた保育料となるよう、保育所運営費負担金の精算基準である国の保育料徴収基準額の改善が必要である。

○　保育料の多子軽減に係る対象施設の拡大

・　保育料の多子軽減については、従来、同一世帯から２人以上保育所に入所している場合に２人目以降の保育料が軽減されていたが、平成19年度から、対象施設が、幼稚園、認定こども園にも拡大された。

・　平成20年度については、特別支援学校幼稚部、知的障がい児通園施設、難聴幼児通園施設、肢体不自由児施設通園部、情緒障がい児短期治療施設通園部及び児童デイサービス利用についても、対象施設に拡大された。

・　障がい児施設等の入所施設についても、通園施設と同様、多子軽減の対象とされたい。
○　児童手当の一層の充実

・　児童手当については、対象児童の年齢の拡大や所得制限の緩和、19年度からの３歳未満の児童の手当額の引上げなど、制度の充実が図られてきたところであるが、保護者の負担は、子どもの年齢が高いほど大きくなる傾向にあるため、子育て家庭の負担軽減のため、今後とも、対象年齢のさらなる引上げや手当額の拡充など、一層の充実を図るとともに、市町村に過大な負担を生ずることがないよう、十分な財源確保を講じられたい。
◎　児童相談所の相談体制の充実等

複雑多様化する虐待相談に適切に対応し、子どもの権利擁護を推進するためには、問題解決の困難性や相談件数等、実情を考慮した児童福祉司の配置が必要であり、児童福祉法施行令における児童福祉司の配置基準のあり方の見直し等が求められるとともに、市町村等の児童相談体制や虐待予防対策の充実が必要である。

〔児童相談所（子ども家庭センタ－）の相談体制の状況〕

・児童福祉司の担当区域　人口概ね５～８万人（児童福祉法施行令第２条）

・地方交付税の積算基礎

大阪府：91名　⇒　実際の配置数：131名（平成21年４月１日現在）

◎　児童精神科医等専門医の養成
　ア　親などの保護者からの虐待行為は、子どもの成長や発達に様々な影響を与える。身体的外傷やネグレクトによる後遺症及び成長・発達の遅れ等の身体面への影響に加え、心理的・精神的な影響としては、情緒的発達への影響、ＰＴＳＤ（心的外傷後ストレス障害）、対人関係の問題、感情統制困難、問題行動化、人格形成上の問題にまで発展し、子どもの将来に渡る社会適応が困難になることから、早期に子どもの心の専門医による診断を行うとともに、必要なケアを行うことが不可欠である。　　
　イ　４万を超える全国の児童虐待相談対応件数に比して、日本児童青年精神医学会の認定医数は123名（平成18年4月1日現在）と少なく、早期に診断やケアを必要とする虐待事例への対応を行うには、専門医の養成が急務である。
· 児童養護施設の体制強化

　○　直接処遇職員の配置基準及び設備基準の改善
　　・　児童養護施設の入所児童及びその保護者への援助・支援は、被虐待児をはじめきめ細やかな援助を要する入所児童の増加に伴い、非常に複雑化、多様化しており、現状の直接処遇職員等の配置基準並びに設備基準を見直し、自立支援に向けてのサービス向上や児童の最善の利益に基づく権利擁護システムの構築等、十分な処遇に応える必要がある。

・　被虐待児童や発達障がいを有する入所児童の割合が増加しており、継続的な医療的ケアが必要となっていることから、全施設への看護師配置が必要である。
　　・　強引な引取りや児童の問題行動は、夜間に多く見られることから、夜勤体制が確保できるよう、職員配置基準や措置費の人件費の改善が必要である。
・　被虐待児の抱える課題は重篤化しており、短期間で解消できるケースは極めて少ないことから、複数年にわたる加配が必要である。

・　大舎制の施設にあっては、できる限り家庭的な環境の中できめ細やかなケアを提供するためには、小規模グループケアの複数化が必要である。

◎　情緒障がい児短期治療施設の体制強化

○　教育環境の改善

情緒障がい児短期治療施設における情緒障がい児学級のあり方について、文部科学省とも課題について検証されたい。

○　教育施設の改善

入所児童の中には、様々なトラブルを生じさせ、情緒障がい児学級においても、個別対応が必要となるなど、教育施設の改善が必要となっている。ついては、情緒障がい児学級に対する補助制度を創設されたい。
◎　児童自立生活援助事業（自立援助ホーム）の制度拡充

○　児童入所施設措置費等国庫負担金の改善

施設運営を安定的に行うためには、経費の支弁にあたっては、実員払いから定員払いに改められたい。
○　制度改正による責任の明確化

　　　入所決定にあたっては、措置に準ずるから申込制度による契約に改められたが、最高裁判例にある都道府県と民間施設の関係等について、責任の所在を明らかにされたい。

７．　障がい者の雇用・就労対策の強化
	平成18年４月に施行された障害者自立支援法においては、障がい者がその適正や能力に応じて、より力を発揮して働ける社会の実現を図るため、就労支援の充実強化が一つの柱として掲げられており、「就労支援を中心とした障がい者の自立」の一層の推進に向けた積極的な取組が行えるよう、以下の点について格別の措置を講じられたい。 

(1)　障がい福祉計画の目標達成に向けた就労支援の抜本的強化

都道府県の障がい福祉計画では、国の基本指針を踏まえ、就労等の目標設定を行ったが、当該指針では、就労移行支援事業等への誘導策やセーフティーネットの整備方策などについて、具体的な取組が十分示されているとはいえない状況である。ついては、国において、目標達成に向けた必要な各種法制度や施策整備など、就労支援の抜本的強化を図ること。なお、障がい者自立支援対策臨時特例交付金特別対策事業などによる激変緩和対策等の終了後も、引き続き強化を図られたい。

(2)　授産施設等の新体系サービスへの円滑な移行と工賃水準の向上

　＜就労移行支援事業＞

訓練プログラムが終了した後、就労できない状態が長期化した障がい者に対して、引き続き十分な就労移行支援を提供できるよう、訓練プログラムの再延長を可能とするなど、利用の要件を緩和されたい。

さらに、新体系サービスへの移行の際に必要となる設備整備等に要する経費については十分な財源措置を講じるとともに新体系サービスへの移行を完了する平成23年度まで制度を存続されたい。

＜地域活動支援センター事業＞
地域活動支援センターの職員配置は、施設長を含めて２人以上の少数で利用者の生活支援と授産活動を行っているが、利用者には重度の障がい者が含まれることも多いことから、手厚くきめ細かい支援を行えるよう重度加算の導入等財源の拡充を図られたい。

また、市町村において確実に事業実施できるよう、十分な財政措置を講じられたい。

＜「障害者の働く場に対する発注促進税制」の対象の拡大等＞

所得税法等の一部改正により創設された「障害者の働く場に対する発注促進税制」について、「税制優遇の対象となる発注先」に地方公共団体から企業等と授産施設等の受発注のコーディネート業務に関する委託を受けた団体（社会福祉法人、NPO法人、中小企業等協同組合法に基づく事業協同組合、消費生活協同組合法に基づく生活協同組合等）を追加されたい。

また、割増償却できる限度額を「前年度からの発注増加額」から「当該年度の発注額」に変更されたい。



	＜企業から授産施設等に対する発注額の法定雇用率への反映＞

授産施設等で働く障がい者については、国がとりまとめた「成長力底上げ戦略」に基づき、工賃水準を引き上げるとともに、一般雇用への移行を進めるため、産業界等の協力を得ながら、官民一体となった取組を推進することとされている。

こうした中、大阪府においても、「大阪府工賃倍増５か年計画」に基づき、新たな販路開拓に重点をおいた、工賃水準を引き上げるための様々な支援を実施しているところであり、民間企業からの発注を拡大する必要がある。
このため、授産施設等で働く障がい者の工賃水準の向上を図るため、授産施設等(※)に対する企業からの発注額を法定雇用率の算定対象とされたい。

※地方公共団体から企業等と授産施設等の受発注のコーディネート業務に関する委託を受けた団体（社会福祉法人、NPO法人、中小企業等協同組合法に基づく事業協同組合、消費生活協同組合法に基づく生活協同組合等）を含む。

(3)　障害者就業･生活支援センター事業に対する支援の充実

障害者自立支援法の施行により追加された「福祉施設から一般就労に移行する障がい者への支援」により、個々の障がい者に対する就職や職場定着の支援が増加するなど、現行の雇用・生活支援体制では対応が困難となっている。このため、「障害者就業・生活支援センター」における支援活動が充分に行えるよう、雇用・生活支援体制の充実を図られたい。

(4)　在宅障がい者等に対するさらなる支援

＜業務発注額の法定雇用率算定＞

移動やコミュニケーションに困難を伴う在宅障がい者にとって、ＩＴを活用した在宅就労（テレワーク）が有効な働き方として期待されている。

こうした中、在宅就労に対する支援策としては、現在、企業等からの発注奨励策として、報奨金等の支給制度が創設されているところであるが、さらに、企業からの業務発注を拡大する仕組みが必要である。

このため、在宅障がい者に対する企業からのアウトソーシング発注額を法定雇用率の算定対象とするなどの方策を講じられたい。

＜地方自治法上の随意契約範囲の拡大＞

先般、地方自治法施行令（第１６７条の２第３項）の改正により、地方公共団体等が随意契約できる範囲に障がい者支援施設等の製作する物品及び提供する役務が追加されたところであるが、在宅障がい者等の就労をさらに促進する観点から、対象となる障がい者支援施設等に在宅就業を支援する団体等も含めるとともに、業務発注についても、役務、製品以外の業務全般となるよう早期に法令改正を図られたい。

(5)  障がい者の法定雇用率未達成企業に対する制裁措置

法定雇用率を達成する企業の割合が相対的に低く、実雇用率も低水準で推移している。

これらの状況を改善するためには、企業における障がい者雇用の取り組みを一層推進する必要があり、その具体的な方法として、法定雇用率未達成企業の「企業名」の公表が有効な手段であると考えられる。

しかしながら、これまでの未達成企業の公表件数を見ると、未達成企業数に比して、極めて低調な公表件数に止まっており、これを実効性のあるものとするため、初期段階から障害者雇用促進法上の制裁措置を強化されたい。



	(6)  精神障がい者の就労機会の拡大

平成18年４月に障害者雇用促進法が改正され、精神障がい者は障がい者雇用率の算定対象とされたが、企業の雇用促進に向け、雇用の義務化についても図られたい。

　　
(7)  発達障がい者の就労支援

　　国において、発達障害者就労支援者育成事業などの取組みをされているところであるが、有効な手段や支援者の養成が十分とはいえない状況にある。

　　そのため、効果的な就労支援プログラムの開発や支援者養成研修機会の拡大など取り組みをさらに強化されたい。




８．　ホームレスの自立支援

	(1)　各地方公共団体の実施計画が着実に推進できるよう、必要かつ十分な財源措置を講じられたい。

(2)　総合相談事業における相談、対応内容が複雑、多様化しているため、より専門的な対応ができるよう、総合相談事業の補助基準を改善されたい。

(3)　自立支援センター事業について、補助基準を改善するとともに、地域の実情に応じた事業を行えるよう、弾力的な運用を図られたい。

(4)　高齢･障がい･傷病等を要因とし、就労による自立が困難なホームレスの方々に対する生活保護法の適用に当たっては、特別な措置を講じられたい。

(5)　本府が市町村と連携･協働してブロック方式により実施している自立支援事業等について、円滑に実施できるよう､実施要綱の改正等必要な措置を講じること。また､市町村等が設置する協議会等の運営に係る財源措置を講じられたい。

(6)　社会福祉法人、ＮＰＯ等の民間による就労自立支援事業の取組を促進するため、必要な財源措置を講じられたい。

(7)  地方労働局、地方整備局など国の地方機関と地方公共団体等とが連携して積極的にホームレス対策が講じられるよう、自立支援センター用地の提供やセンター入所者の就労に向けた訓練事業等の効率的な実施等について、必要な措置を講じること。また、自立支援事業の円滑な運用を図るため、関係機関（社会保険、医療、職業紹介機関等）に対し、ホームレスの自立の支援等に関する特別措置法の趣旨の徹底及び協力要請を行われたい。




◎　府内のホームレス概数は全国最多であり、就労、住宅、福祉・医療・保健などの自立支援施策を実施していく。

［大阪府内のホームレス概数：全国実態調査］

	区　　　分
	H21.１
	H20.１
	H19.１
	H15.１
	増減

	
	調査
	調査
	調査
	調査
	21－20

	大阪市
	3,724
	3,647
	4,069
	6,603
	77

	大阪市を除く市町村計
	578
	686
	842
	1,154
	▲108

	合　　計
	4,302
	4,333
	4,911
	7,757
	▲31


◇府内市町村での事業実施スキーム

　府内のホームレス自立支援施策は、府・市町村が連携して広域的に推進。



＜実施主体＞

　　（中核市＋市町）　　　（市＋各市）   　  （中核市＋市町村）    （政令市＋市町）

















一　般　要　望


１　社会福祉基礎構造改革の円滑な推進
(1)　地域福祉計画の策定・推進

市町村が、基礎的調査の実施等により地域性や地域住民のニーズに応じた計画を策定･推進できるよう、支援策を講じられたい。

(2)　利用者本位の福祉システムの構築

①　日常生活自立支援事業の充実

ア　日常生活自立支援事業の利用に当たって、生活保護世帯に加え、住民税非課税世帯などの低所得者に配慮した利用料設定が可能となるよう生活支援員の人件費について、必要な財源措置を講じられたい。

イ　専門員及び生活支援員の研修に係る技術的・財政的支援を強化されたい。

ウ　日常生活自立支援事業の利用者が著しく少ない実施機関にあっても、利用者等に対するきめ細かな相談窓口体制の整備が必要であることから、地域の実情に応じた実施が可能となるよう補助基準を緩和されたい。

②　福祉サービスに関する苦情解決制度の改善

ア　第三者委員の設置促進など、社会福祉施設等を運営する事業者の苦情解決の体制整備に対する支援を充実されたい。

イ　市町村が行う苦情解決システムの構築に対する支援策を講じられたい。

③　福祉サービスの第三者評価事業の構築

第三者評価事業の推進組織の運営など、都道府県における取組が円滑かつ適正に進められるよう、税源移譲等、地方税財源の充実を図られたい。

(３)　介護サービス情報の公表制度の見直し

①　介護サービス情報の公表制度について、以下のとおり、事業者負担によるシステム運用の費用対効果が事業者に納得されるような制度への抜本的改善を図られたい。

ア　調査項目について、比較有意性が乏しい項目を大幅に削減されたい。

イ　居宅介護支援事業者は３年に１回、その他事業者は２年に１回の調査とするなど、調査頻度を緩和されたい。

ウ　報告義務を課さない小規模事業所の対象を拡大されたい。

②　介護サービス情報の公表制度と地域密着型サービスの外部評価制度について、総合的なシステムとし、利用者にも分かりやすく活用しやすい制度とされたい。

2　社会福祉施設等の整備促進及び福祉に係る人材の確保

(1)　次世代育成支援対策施設整備費交付金については、地域の実情に応じた整備が着実かつ円滑に実施できるよう、税源移譲等、地方税財源の充実を図られたい。

また、児童福祉施設整備費について、居住環境の向上に向けた整備やショートステイ専用居室の整備など採択要件を緩和し、設置主体の多大な負担に繋がることがないよう、十分な財源措置を講じられたい。

さらに、公立学校等の余裕教室を活用した児童福祉施設の改築整備を促進するため、余裕教室を改築して設置する児童福祉施設の実施主体に社会福祉法人を認められたい。

(2)　福祉に係る人材について、質及び量の両面にわたり確保できるよう、税源移譲が実現するまでは、国庫補助制度の改善等について、一層配慮されたい。
(３)　高齢者保健福祉施設の整備促進について

　①　地域密着型施設の整備促進

　　　既存の特別養護老人ホームと同一敷地内に別棟として地域密着型特別養護老人ホームを整備する場合、市町村交付金の対象としていただきたい。

②　市街化調整区域における施設整備

現在、市街化調整区域に立地している社会福祉施設等を、今後、施設の老朽化により建替える場合、旧都市計画法同様、開発許可不要施設としての取扱いができるよう、同法を所管する国土交通省へ働きかけられたい。

(４)　介護保険施設における補足給付について

　①　平成17年10月の居住費(滞在費)・食費の見直しにおいて、低所得者の利用者負担については、軽減を図るため所得に応じた負担限度額が設定され、補足給付(特定入所者介護サービス費)が創設された。

利用者が補足給付を受けるためには、事業者が居住費(滞在費)・食費を基準費用額の範囲内で設定することが必要である。

しかし、事業者が基準費用額の範囲を超えて居住費(滞在費)・食費を設定することができるため、補足給付を受けられない利用者がいる。このため、基準費用額の範囲内で設定するよう義務化する等の措置を講じられたい。

②　施設の食費に関する本府の調査では7割を超える施設が基準費用額の範囲を超える費用を必要としている。しかし、多くの施設が基準費用額の範囲内で食費を設定しているため、実費用と基準費用額との間で乖離が生じている。

このため、乖離している費用額は施設が負担しており、また食事内容の質の低下も懸念されることから、実情を踏まえた基準費用額となるよう見直しを図られたい。
 (５)　介護職員基礎研修について

①　既に介護職員として就労し、又は今後新たに介護職員として就労しようとする聴覚障がい者や知的障がい者、母子家庭の母親など介護職員基礎研修の受講にかかる時間的・経済的な一定の配慮が必要な方々に対し、負担軽減などの支援策を講じられたい。

②　研修修了については、事業者において評価を行うこととされているところであるが、サービスの質の維持・向上を図る観点から、評価手法の標準化を図る措置を講じられたい。

③　適正な受講管理など研修制度の信頼性を確保する観点から、登録制度などの導入を検討されたい。

④　介護職員基礎研修は、将来的に介護職員の任用資格は「介護福祉士」を基本とすることを前提として導入されたものであることから、現在検討されている介護福祉士資格の取得方法における介護職員基礎研修の位置付けについて、介研修修了者を評価する仕組みとされたい。

(６)　認知症介護研修のメニューの一部について、国においては、平成19年度の補助金の廃止と併せて、平成20年度から、一部研修において、指定法人等による実施を可能とする実施主体の規制緩和が行なわれたところであるが、この枠組みが有効に機能するためには、指定法人等で自由度高く研修の実施が可能な程度の研修指導者の数を確保す

る必要があることから、認知症研修指導者養成研修については、補助金を復活されたい。

また、安定的に研修事業の継続ができるよう、地方交付税等の必要な地方自主財源の強化を図るなど必要な措置を講じられたい。

さらに、認知症介護研修は、地域において長期的な視野をもって安定的かつ継続的な取組が不可欠であることから、制度変更を行われる場合には、充分な期間をもって事前に説明を行われたい。
(７)　介護支援専門員について

①　介護支援専門員実務研修受講試験の対象者のうち、相談援助に従事する方々については、事業実施要綱において限定列挙されている。本府が単独事業として実施してきたコミュニティソーシャルワーカー配置促進事業など、都道府県単独事業による相談援助業務であっても、地域の相談援助の重要な一翼を担う業務であって、既に対象となっている業務と同等と認められるものについては、当該試験の実務経験に算定できるよう措置されたい。
　②　介護支援専門員には、業務を行うに当たって関係者に介護支援専門員証を提示する義務があるため、個人情報保護の観点から、介護支援専門員証の記載事項のうち住所は削除することとされたい。
(８)　障がい児・者サービス利用者の重度・重複化が進んでおり、更に利用者のQOLの向上のためサービス内容を充実させる必要のあることから、利用者処遇の向上およびサービス職員の人材確保のため、職員配置基準を適切に設定されたい。

特に、障がい児入所施設においては、被虐待児の保護・治療を担う心理治療担当職員を配置できるよう基準を設定されたい。

３　自立への条件づくり
(1)　障がい者の地域移行支援について

①　障がい者ケアマネジメントに基づく総合的な支援を定着させる観点から、サービス利用計画費の報酬に指定相談支援事業の人員及び運営に関する基準の第15条第4号（指定障がい福祉サービス以外のサービス利用計画の作成）が算定されるよう改正されたい。

②　施設や精神科病院からの地域生活移行をする場合等において、利用者の置かれている状況や本人の希望に応じて、相談支援専門員が、施設入所や入院中からケアマネジメントに関われるよう、サービス利用計画作成費を支給決定基準に追加されたい。
　　③　知的障がい者及び身体障がい者の入所施設から地域生活への移行について、精神障がい者の退院促進支援事業と同様に、入所者への働きかけ、地域での生活を想定した入所中のヘルパー利用、民間住宅での単身生活の体験及びこれらを結びつける相談支援等のケアマネジメント機能が一体的に確保できる施策を講じられたい。

　　④　相談支援従事者の質の向上を図るため、専門別研修を設けるなど標準カリキュラムの充実と必要な財源措置を講じられたい。
(2)　市町村が実施する障がい者（児）相談支援事業について

①　３障がいの特性に応じた複数の相談支援拠点の確保や訪問相談、ピアサポート等、多様なニーズへの対応など、重層的な支援体制が設けられるよう、国庫負担金化を図るなど、必要な財源措置を講じられたい。

②　都道府県が実施する障がい児等療育支援事業について、障がい児の成長過程における継続的な相談支援体制の確保や地域における社会資源の有効活用、良好なネットワークの形成の観点から、市町村事業への一元化を検討されたい。

(3)　サービス管理責任者の配置等について

①　指定障がい福祉サービス事業所及び指定障がい者支援施設等に配置が義務付けられているサービス管理責任者については、経過措置により、実務経験年数の要件のみで、サービス管理責任者に従事することが可能とされている。

しかし、本府においては、事業所・施設数も膨大であり、全ての事業所において経過措置期間中に必要な要件を満たすサービス管理責任者を適切に配置することは、事業所の運営実態や研修の実施体制を鑑みても容易ではないと考えられるため、実態を踏まえた措置を講じられたい。

②　多機能型事業所について、事業開始から３年間は当該事業所で提供される障がい福祉サービスのいずれかに係るサービス管理責任者の要件を満たす者を配置すればよいこととされているが、この配置猶予されている措置を拡大されたい。

③　サービス管理責任者に欠員が生じた場合について、報酬が減算となるが、直ちに要件を満たした者を確保することは困難であることから、サービス管理責任者に欠員が生じ、実務経験を満たした者がいない場合、一定期間（職員の新規採用に必要な期間）暫定的に従事できるよう措置を講じられたい。

　(４)　短期入所事業の障がい程度区分ごとの単価設定について、介護保険制度の短期入所生　　

活介護費報酬額と同額になるよう、引き上げられたい。

また、医療的ケアが必要な重症心身障がい児（者）に対する短期入所サービスの提供が適切に行えるよう、医療型短期入所サービス費に係る報酬額を実情に応じた単価を設定されたい。
(５)　重度訪問介護については、障がいの程度が重く、より充実したサービスを受ける必要があるにもかかわらず、居宅介護等の報酬単価の設定状況を勘案しても、重度訪問介護にあたるヘルパーの業務内容等に見合った報酬単価となっていない。このため事業所がヘルパーを確保できず、派遣が困難な状況が見られることから、重度障がい者の支援に支障が生じないよう適切な報酬単価を設定されたい。

(６)　学齢障がい児を対象とする「放課後等デイサービス」の制度化に際しては、放課後や夏休み等における居場所の確保に加え、中・高生については、療育・就労体験等、学校卒業後の就労・地域生活を見据えた福祉サービスが提供されるよう検討されたい。
(７)　精神障がい者の退院・社会復帰に向けた総合的な取組を推進するため、給付事業に係る利用人員や訓練期間の要件緩和など、精神障がい者の障がい特性に応じた観点から必要な見直しを行われたい。

また、障がい児にかかる施設・事業サービス体系等について、発達支援の観点から適切かつ速やかに見直しを行われたい。

(８)　補装具の支給対象者、対象品目、対象範囲を拡大するとともに、限度額の引上げ及び自己負担額の軽減を図られたい。

(９)　訪問看護制度における派遣回数制限の緩和や利用料の引き下げを図られたい。

(10)　身体障がい者手帳所持者が特別障がい者手当等の申請をする際の負担軽減を図るため、手当用診断書項目を手帳用診断項目に統一されたい。また、内部障がい者・精神障がい者についての特別障がい者手当の支給要件を緩和されたい。

(11)  障がい者の社会参加支援のため、以下の交通運賃の割引等の改善について、関係機関に働きかけられたい。

①　ＪＲ等鉄道会社の運賃割引について、距離制限を撤廃するとともに、急行券と同様に特別急行券についても割引の対象とされたい。

②　有料道路通行料金の割引について、車両制限を撤廃するとともに、重度身体障がい者の範囲を拡大されたい。

③　精神障がい者保健福祉手帳所持者について、写真貼付欄が設けられたことにも鑑み、割引の対象とされたい。

④　各種割引制度の実施に係る市町村の証明を不要とするなど、負担軽減を図られたい。

(12)　オストメイトの高齢化に伴う日常生活上の困難に的確に対応するため、訪問介護サービスのホームヘルパーによるパウチ交換が可能となるよう特段の配慮を講じられたい。また、ストマ用装具については、消費税法により蓄便袋、蓄尿袋が非課税とされているが、皮膚保護剤についてもストマケアに必要な物品であり、ストマ関連用具は非課税とされたい。

(13)　重度障がい者等が住み慣れた地域で、自立し、安心して生活をするためには、便所・浴室・玄関・廊下等の大規模な工事が必要となり、日常生活用具の居宅生活動作補助用具だけでは対応できないため、自立支援給付として、新たに組み入れられたい。
(14)　災害等により停電が起こった際、在宅の人工呼吸器装着者が通電を確保し生命を維持するための器具について、厚生労働省告示第５２９号の日常生活用品の定義（用具の用件、用具の用途及び形状）に組み入れられたい。
　(15)　成年後見制度利用支援事業の補助対象者は、20年度より、従来の市町村長申立てによる者から助成を受けなければ成年後見制度の利用が困難であると認められる者に拡大され、利用促進への支援が図られたところだが、家庭裁判所が後見人等の報酬付与を決定した場合、市町村において継続的な費用負担が必要となることから、制度の安定的な実施を図るため、補助単価の基準を示すとともに、必要な財源について確保されたい。
４　多様な福祉需要への対応

(1)　地域の子育て家庭に対する支援を推進するため、地域子育て支援拠点事業について、地域の特性や創意工夫を活かした事業の執行を可能とするために、早期に税源移譲されたい。税源移譲が実現するまでは、十分な財源措置を講じられたい。

(2)　児童の健全育成対策を推進するため、児童館の整備・運営事業及び児童環境づくり基盤整備事業について、税源移譲が実現するまでは、十分な財源措置を講じられたい。

(3)　生活福祉資金について

①　近年の地域社会の変化や本制度の運用の現状を踏まえ、低所得世帯の子どもたちの就学に必要な修学資金について民生委員の調査書を省略するとともに、生活保護世帯

の子どもたちが大学等へ修学する場合の生活資金についても技能習得費において対応できるよう、特段の配慮をされたい。

②　緊急小口資金について、平成19年３月に貸付限度額が倍増されたが、借入申込者の需要動向を踏まえ、貸付利子の無利子化及び償還期限の延長を図られたい。
③　離職者支援資金については、組織的に不正の手段により貸付を受ける事案が発生した実態に鑑み、貸付制度上、審査強化等防止策を講じられたい。

④　長期生活支援資金について、不動産の債権管理や処分を行う全国的な機関を整備する等リスク回避の方策を検討するとともに、マンション居住者も本制度が活用できるよう、対象建物の評価基準を設定する等要綱の見直しを行われたい。
また、「要保護世帯向け長期生活支援資金」については、生活保護制度の延長線上にあることから、貸し付けによって生じた損失補てんの経費及び償還等に要する経費については、生活保護制度と同様の負担をするなど、制度の再検討を行われたい。

⑤　連帯保証人要件について、借受人世帯の自立更生の支援や物的担保の確保の困難さ等から設定されているところであるが、地域社会の変化や単身世帯の増加等により、その確保が困難となっている。制度の本来目的の実現と利用促進のため、多様な債権保全方策の構築に向けた検討を行われたい。
⑥　生活福祉資金にかかる事務費について充実を図るとともに、政令指定都市等大都市地域における円滑な事業実施を図るため、大都市等の特例措置を設けるとともにその責務についても明確にされたい。

(4)　生活保護制度について

①　保護受給者の生活実態を踏まえた保護基準となるよう改善を図られたい。また、冬季加算との均衡上、夏季加算の創設についても検討されたい。さらに、自立のための効果的な施策を検討するとともに、十分な財源措置を講じられたい。

　②　級地の見直しに当たっては、社会保障審議会福祉部会「生活保護制度の在り方に関する専門委員会報告書」(平成16年12月)をふまえて行われたい。

③　医療扶助の実施方法を医療券方式から医療証方式に改善されたい。
④　被保護世帯の約半数を占め、経済的自立の可能性が低く生活保護からの脱却が困難な高齢者の実態に対応した、新たな社会保障制度を検討されたい。
(5)　社会的ひきこもりについて、ひきこもりの状態にある方々や家族への総合的な支援策を講じられたい。

とりわけ、ひきこもり相談に関する専門家の養成や相談体制の整備を行うとともに、民間支援団体への支援策の具体化を早急に図られたい。

　(6)　障がい児施設は平成18年10月より、原則契約制度に移行し、虐待等やむを得ないと児童相談所長が判断した場合のみ措置を行うこととされているが、障がい児施設、特に障がい児入所施設においては、虐待のほか環境上養護を必要とする障がい児が多く存在する実態を勘案し、これらの障がい児に適切に必要な支援がされうるよう、措置基準について、詳細な全国統一的基準を示されたい。

(7)　障がい児施設給付費については、契約制度への移行に伴い、日額払いの報酬基準となったことにより障がい児施設の減収が見込まれることから、施設等の運営における人件費や諸経費の実態にあわせ、月額払い方式など支払い方式も含め総合的に見直すととも

に、質の高い人材を確保し、入所児童に対し良質なサービスを提供できるよう、報酬基準や単価について必要な見直しを行われたい。

(8)  市町村では、一人暮らし高齢者等が急病や火災などの緊急時に通報する「緊急通報システム」の普及を図っているところである。しかしながら、インターネットの普及や光回線等の進展などによりＩＰ電話の利用者が増え、本システムを利用できない高齢者が増加している。このため、国におきまして、高齢者の生命を守る重要な事業であるとの観点から、電気通信事業等の関係者とともにＩＰ電話に対応した本システムの技術開発を早急に進められたい。

５　総合的な母子家庭等自立支援対策の推進

今後展開される母子家庭等自立支援対策については、その生活実態を踏まえつつ、真に自立を支援する実効性ある施策として推進されるよう、以下の点について、特段の配慮をされたい。

(1)  児童扶養手当制度の改善等について

①　現行の児童扶養手当制度は複雑であるため、受給資格者にとって理解しやすい制度への簡素化を図られたい。また、認定等の事務は都道府県及び市等の地方公共団体で行うことから、認定等の判断基準（生計同一、事実婚等の具体的事案）について、地域差が生じないように明確化を図られたい。

②　児童扶養手当の受給期間が５年を超える場合の手当の一部支給停止に係る政令が制定され、一部支給停止措置に関する事務取扱も示されたところであるが、受給資格者の事務手続が複雑であるとともに、多くの受給資格者が適用除外に該当することや母子家庭等の生活実態等を踏まえ、一部支給停止措置の廃止を含め見直しを検討されたい。

③　児童扶養手当の円滑な制度運用ができるよう、児童扶養手当の一部支給停止に伴って増加する支給事務に必要な費用については、国の責任において万全の財源負担を講じられたい。

また、三位一体改革により、平成18年度から国と地方の負担割合が変更されたところであるが、縮減される国庫負担金相当額について、各地方公共団体の実情に照らして、地方交付税等による的確な財源措置を講じられたい。

④　母子家庭の生活実態を十分考慮した手当額の引上げ及び所得制限の緩和、２人以上の児童を有する受給者の加算額の引上げを講じるとともに、同様の事情にある父子家庭を支給対象とし、難病の母の介護のために父親が働けない家庭も支給対象とするなど制度の拡充を講じられたい。

また、現状の所得制限額は、前年度の所得額を基本としているが、整理解雇等による収入激減への対応など、きめ細やかな対応を検討されたい。

⑤　現行制度は、昭和60年に従来の母子福祉年金の補完的制度から、母子家庭の生活の安定と自立の促進を通じて児童の健全育成を図ることを目的とする制度に改められたところであり、この趣旨を踏まえ児童扶養手当と公的年金との併給禁止条項を改善されたい。

⑥　日本国籍を有する児童を監護する、在留資格のない外国人女性が、DV被害等によ

り児童を伴い避難している場合、児童扶養手当の申請は在留資格申請が認められた日以降しかできないとされているが、児童の監護等の要件を備えている場合は、在留資格申請時から児童扶養手当の申請（認定保留）ができるよう改められたい。

⑦　外国人の場合の事務取扱いについては、昭和56年厚生省通知により、氏名管理は本名によることとされているが、通称名での対応を希望する外国人が数多くいることから、児童扶養手当証書の作成及び口座振込においては、真にやむを得ない場合は通称名での取扱いについて配慮されたい。

⑧　児童扶養手当制度において、児童扶養手当受給者が事実婚解消申立書、監護申立書、養育申立書、別居監護申立書、住所要件申立書等を提出する際は、国の通知や準則で民生委員・児童委員（民生委員等）の証明が必要とされている。こうした中、全国児童委員民生委員連合会において、民生委員等が行う証明事務の見直しが行われ、これまで行ってきた証明事務については、基本的には「証明」ではなく「確認できる範囲内での状況報告（状況確認報告）」で対応することされたため、受給者が民生委員等に証明を断られ、市町村窓口に訴えることが多くなっている。

ついては、民生委員等の証明が必要とされている上記申立書の提出について、受給者からの聞き取り等の調査の上、福祉事務所長又は市長の証明、あるいは民生委員の「状況確認報告」で行なえるよう検討されたい。

 (2)  母子家庭対策の充実等について

①　市及び福祉事務所設置町における母子寡婦福祉施策の取組が地域格差を生じることなく推進されるよう、地方へ負担を求めることなく、事業実施に必要な財源措置を講じられたい。

②　母子家庭の経済的自立を図るため、母子家庭の母の職業能力の開発や就業あっせん等の就労支援策を効果的に進めるとともに、ハローワークなど地方における関係機関相互の連携を推進する方策を実施されたい。

また、母子家庭の母等の常勤雇用を促進するため、事業主に対し、積極的な雇用に関する広報・啓発を行うとともに、母子家庭の母等の雇用を真に実効性あるものとするため、各種助成金の拡充等、事業主への更なるインセンティブを検討されたい。

③　母子家庭の母を含め、いまだ不十分な女性の就業環境の整備を図るため、保育所の一層の整備等、職業生活と子育ての両立支援策を更に拡充されたい。

④　生別母子家庭にとって、住居問題は離婚直後直面する急務な課題であることから、期間を限定した家賃補助制度等の住宅施策を創設されたい。

⑤　平成19年度から養育費相談・支援センターが設置されたところであるが、母子家庭等の児童に対する扶養義務の履行を確保するため、引き続き、養育費支払等に関する広報・啓発活動の促進、養育費の確保、扶養義務の履行を確保する施策のあり方について検討されたい。

(3)　母子寡婦福祉資金貸付制度の拡充等について

　　転宅資金について、賃貸住宅の保証金や敷金、引越し費用の実態を勘案し、貸付限度額を引き上げるとともに、償還期間の延長を検討されたい。


６　配偶者からの暴力への対応

(1)　配偶者暴力防止法の見直しの趣旨も踏まえ、婦人相談所以外の住民に身近な窓口においても、配偶者暴力相談支援センターとしての機能を果たせるよう、税源移譲が実現するまでは、十分な財源措置を講じられたい。

(2)　ＤＶ被害者の保護、安全確保を一層図るため、他府県や市町村、民間団体が連携を図り、その利点を活かしながらＤＶ施策を推進できるような財源措置を含めた環境整備を進められたい。
７　医療保険制度の充実

失業や事業の休廃止等により、保険料（税）の減免を行う保険者の負担軽減のため、これら保険者に対する財政支援措置を講じられたい。

また、雇用失業情勢が厳しい状況にあることを踏まえ、非自発的な離職等に伴う保険料の減免に係る費用について、特別調整交付金において一定の配慮がなされる方向で検討されているが、保険者に対する十分な財政支援措置のため、特別調整交付金とは別枠で財源措置を講じられたい。

なお、精神病院等の所在市町村における過度な負担に対し、十分な財源措置を講じられたい。
８　医療費の適正化

大阪府医療費適正化計画の推進に当たっては、必要となる情報の速やかな提供など、国の責任において十分な支援措置を講じられたい。

なお、今後とも、都道府県の意見を十分に尊重するとともに、国においては、医療費適正化の必要性等について、国民に対し丁寧に説明し、理解が得られるよう最大限努力されたい。
９　療養病床の再編成

療養病床の再編成に当たっては、府民本位の視点に立って、「高齢者が安心して必要なときに必要なところで必要な医療・介護サービス等が受けられる体制」の構築が求められていることから、療養病床の円滑な転換及び転換先の整備を図るため、医療機関への財政的支援を充実するとともに、安定した経営ができる介護報酬・診療報酬体系を構築されたい。
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